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２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。
なお、未成年者、被保佐人又は被補助人で
あって、契約締結のために必要な同意を得て
いる者は、同条中、特別の理由がある場合に
該当する。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 宮内庁における物品製造契約等に係る指名
停止等措置要領に基づく指名停止を受けてい
る期間中でないこと。
 平成31・32・33年度又は令和１・２・３年
度内閣府競争参加資格（全省庁統一資格）「物
品の販売」にて「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」の等
級に格付けされる者であること。
 経営の状況又は信用度が極度に悪化してい
ないと認められる者であること。
 電気事業法第２条の２の規定に基づき小売
電気事業の登録を受けている者であること。
 予算決算及び会計令第73条の規定に基づ
き、支出負担行為担当官が定める入札参加資
格として、省CO２化の要素を考慮する観点か
ら、入札説明書に記載する基準を満たす者で
あること。
 入札説明書の交付を受けた者であること。
３ 入札手続等
 担当係 〒1008111 東京都千代田区千代
田１１ 宮内庁管理部管理課経理係 石
川、吉水 電話0332131111 内線3478
 入札説明書の交付期間、交付場所等
ア 交付期間 令和２年８月21日から令和２
年10月12日まで（行政機関の休日に関する
法律（昭和63年法律第91号）第１条第１項
に規定する行政機関の休日（以下「行政機
関の休日」という。）を除く。）の毎日、午前
10時から午後５時まで。ただし、正午から
午後１時までの間を除く。
イ 交付場所 ３に同じ。（資料交付希望の
場合は、事前に３へ連絡すること。）

ウ 交付方法 交付資料は、全て貸与とする。
交付を求める際は、内閣府（全省庁統一資
格）における競争参加資格確認通知書の写
しを提出すること。
なお、新型コロナウイルス感染症防止対策
として、郵送による貸与も可とするが、事前
に３へ連絡した上で、競争参加資格確認通
知書の写しとともに資料交付のための返信用
封筒（簡易書留料金を含む530円分の切手を
貼った角２号封筒又はレターパック）を郵送
すること。
交付資料は、その目的が無くなった時（入
札日又は入札参加を取り止めた時）には、交
付場所へ返却（郵送可）すること。
 申請書提出期間、提出場所及び提出方法
ア 提出期間 令和２年８月21日から令和２
年10月12日までの毎日午前10時から午後５
時まで。ただし、行政機関の休日及び正午
から午後１時までの間を除く。
イ 提出場所 ３に同じ。
ウ 提出方法 持参、郵送（書留郵便に限る。
提出期間内必着。）又は託送（書留郵便と同
等のものに限る。提出期間内必着。）とする。
ただし、電子入札の場合は、電子調達シス
テムに基づくものとする。

 入札及び開札の日時並びに場所等
ア 入札日時 競争参加資格の確認通知を受
けた日より令和２年11月12日までの毎日午
前10時から午後５時まで。ただし、行政機
関の休日及び正午から午後１時までの間を
除く。
イ 提出場所 ３に同じ。
ウ 提出方法 ３ウに同じ。
 開札の日時及び場所 令和２年11月13日午
前10時 宮内庁庁舎２階管理部会議室

４ その他
 入札及び契約手続きにおいて使用する言語
及び通貨 日本語及び日本国通貨に限る。
 入札保証金及び契約保証金 免除

 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望するものは、本公告に示した業務
が履行できることを証明する書類を指定する
期日までに提出しなければならない。入札者
は、支出負担行為担当官から当該書類に関し
説明を求められた場合は、これに応じなけれ
ばならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者による提出した入札書、入札者に求
められる義務を履行しなかった者の提出した
入札書その他入札の条件に違反した者の提出
した入札書は、無効とする。
 落札者の決定方法 本公告に示した業務を
履行できると支出負担行為担当官が判断した
入札者であって、予算決算及び会計令第79条
の規定に基づいて作成された予定価格の制限
の範囲内で最低価格をもって有効な入札を
行った者を落札者とする。
 契約書の作成の要否 要
 関連情報を入手するための照会窓口 上記
３提出場所に同じ。

 詳細は、入札説明書による。
 皇居内への出入門は、徒歩の場合は坂下門
とし、車両の場合は桔梗門又は乾門とする。

 Have Grade A, B, C sale of products

in terms of the qualification for partici‑

pating in tenders by Cabinet Office

(standardized qualification for every Mi‑

nistry and Agency) in the fiscal years,

2019, 2020 and 2021.

 Not be under suspension of nomination

by the Imperial Household Agency.

 Have a license to conduct a General

Electricity Business as stipulated in Arti‑

cle 2, Paragraph 2 of the Electricity Util‑

ities Industry Act.

 Meet the qualification requirements

which the Obligating Officer may specify

in accordance with Article 73 of the Cabi‑

net Order.

 Deadline for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for qua‑

lification : 5 : 00 p.m. October 12, 2020

 Deadline for tender : 5 : 00 p.m. Novem‑

ber 12, 2020

 Contact point for the notice : Ishikawa or

Yoshimizu, Accounting Section, Adminis‑

tration Division, Maintenance and Works

Department, Imperial Household Agency,

11 Chiyoda, Chiyoda‑ku, Tokyo 100
8111 Japan TEL 0332131111 ext. 3478
 Access to the Imperial Household Agen‑

cy : Sakashita‑mon Gate. (Clearance Pro‑

cedures are needed. )

５ Summary

 Contracting entity : Ryusuke Nakayama,

Director of the Accounting Division, Grand

Steward's Secretariat, Imperial Household

Agency, 11 Chiyoda, Chiyoda‑ku, Tokyo
1008111 Japan
 Classification of the products to be pro‑

cured : 26

 Nature and quantity of the products to be

required : Electricity to be used in the Im‑

perial Palace Grounds, the Imperial House‑

hold Agency's branch office, the Akasaka

Imperial Residence etc.

 Supply period : From 1 February 2021 to

31 March 2022

 Supply place : The place specified by the

Official in charge of disbursement of the

procuring entity.

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 Not come under Article 70 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting. Furthermore, mi‑

nors, person under conservatorship or

person under assistance that obtained the

consent necessary for concluding a con‑

tract may be applicable under cases of

special reasons within the said clause ;

 Not come under Article 71 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting ;
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